
2020 年 5 月 1 日 

 

吸収分割事前開示事項 

 

 

東京都港区港南二丁目 16 番 6 号 

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

代表取締役社長 坂田 正弘 

 

当社とキヤノンＩＴソリューションズ株式会社との吸収分割（効力発生日 2020 年 7 月 1

日）に際し、会社法第 782 条の規定に基づき開示すべき事項は、下記のとおりです。 

 

記 

１．吸収分割契約書の写し 

２．会社法施行規則第 183 条に定める事項 

  （別紙）キヤノンＩＴソリューションズ株式会社の最終事業年度（2019 年１月１日か

ら 2019 年 12 月 31 日まで）に係る計算書類等 

 

以上 

 

  



１．吸収分割契約書の写し 

  









２．会社法施行規則第１８３条に定める事項 

 

当社を分割会社、キヤノンＩＴソリューションズ株式会社（以下、「キヤノンＩＴＳ」と

いいます。）を承継会社として、当社の文教営業本部の事業をキヤノンＩＴＳに承継させる

吸収分割に際し、会社法施行規則第１８３条に定める事項は、下記のとおりであります。 

 

記 

 

（１）分割対価の相当性に関する事項（第１号） 

キヤノンＩＴＳは、吸収分割に際し当社に対して金銭等の交付は行いません。これは、

当社がキヤノンＩＴＳの完全親会社であることから、相当であると判断いたします。 

 

（２）承継会社についての次に掲げる事項（第４号） 

①  キヤノンＩＴＳの最終事業年度に係る計算書類等の内容は、別紙のとおりであり

ます。 

②  キヤノンＩＴＳにおいて、最終事業年度の末日後に、重要な財産の処分、重大な

債務の負担、その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じておりま

せん。 

 

（３）分割会社についての次に掲げる事項（第５号） 

最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 当社は、2020 年２月 26 日開催の取締役会において、会社法 178 条の規定に基づき、

自己株式 2,000 万株を消却することを決議し、2020 年３月 11 日に同自己株式の消

却をいたしました。 

 

（４）吸収分割が効力を生ずる日以後における分割会社及び承継会社の債務の履行の見込

みに関する事項（第６号） 

当社及びキヤノンＩＴＳの最終の貸借対照表における資産の額、負債の額および純

資産の額は以下のとおりであります。資産内容上支払能力に問題はなく、吸収分割が

効力を生ずる日までに資産および負債の状態に重大な変動を生じる事態は現在のと

ころ予測されていません。 

したがって、吸収分割が効力を生ずる日以後における当社の債務の履行については、

問題ないものと判断いたします。 

 

 



・当社 

資産の額 489,371 百万円 

負債の額 191,945 百万円 

純資産の額 297,426 百万円 

・キヤノンＩＴＳ 

資産の額 79,284 百万円 

負債の額 28,565 百万円 

純資産の額 50,719 百万円 

 

以 上 

  



（別紙） 

キヤノンＩＴソリューションズ株式会社の最終事業年度（2019 年１月１日から

2019 年 12 月 31 日まで）に係る計算書類等 

 


























































